鳥取市地域密着型サービスにおける運営推進会議及び介護・医療連携推進会議設置運営指針

【　逐条解説　】
平成２５年４月３０日　福祉保健部制定
（平成２８年４月１日改正）
（令和２年４月１日改正）
（令和４年１０月１日改正）

第１　趣旨

この指針は、鳥取市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年鳥取市条例第４５号）及び鳥取市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２４年鳥取市条例第４６号）に基づく運営推進会議及び介護・医療連携推進会議（以下「会議」という。）について、市民（被保険者）に対して安全で良質な地域密着型サービスを提供する観点から、これらの条例に定めるもののほか、会議の設置及び運営に関して必要な事項を定めるものとする。
なお、本指針においては、地域密着型サービスに地域密着型介護予防サービスに関するものを含むものとする。
	運営推進会議は、事業所が利用者、市町村職員、地域住民の代表者等に対し、提供しているサービス内容等を明らかにすることにより、事業所による利用者の「抱え込み」を防止し、地域に開かれたサービスとすることで、サービスの質の確保を図ることを目的としています。

また、介護・医療連携推進会議は、上記の目的に加えて、地域における介護及び医療に関する課題について関係者が情報共有を行い、介護と医療の連携を図ることも目的としています。


第２　設置及び開催頻度

１　会議は、次の各号に掲げる会議の種別ごとに、当該各号に定めるところにより設置し、及び開催するものとする。

（１）運営推進会議
ア　設置が必要な事業所又は施設（以下「事業所等」という。）は、次の事業を実施する事業所とする。
①　指定小規模多機能型居宅介護
②　指定認知症対応型共同生活介護
③　指定地域密着型特定施設入居者生活介護
④　指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

⑤　指定看護小規模多機能型居宅介護
⑥　指定地域密着型通所介護
⑦　指定認知症対応型通所介護
　　　イ　開催頻度

　　　　①　アの①から⑤までのいずれかの事業を行う事業所等は、概ね２か月に１回以上とする。
　　　　②　アの⑥又は⑦の事業を行う事業所等は、概ね６か月に１回以上とする。ただし、アの⑥のうち指定療養通所介護事業所は、概ね１２か月に１回以上とする。
（２）介護・医療連携推進会議
ア　設置が必要な事業所等は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業を実施する事業所等とする。

イ　開催頻度

　　概ね６か月に１回以上とする。

２　事業所等は、会議の開催及び運営方法を規定した設置要綱を定めるものとする。
	別紙の参考様式を参考にして設置要綱を整備してください。設置要綱に会議の位置付けや開催方法などをきちんと定めて、ルールに基づいて運営してください。


３　会議は、利用者のプライバシーを確保する観点から、原則として事業所等の単位で設置するものとする。ただし、同一法人が運営する複数の事業所等が合築又は隣接等により併設されている場合には、一つの会議によることができるものとする。
　　また、以下の要件を満たす場合は、複数の事業所の合同開催を認めることとする。
・利用者及び利用者家族については匿名とするなど、個人情報・プライバシーを保護すること。
・同一の日常生活圏域内に所在する事業所であること。
・合同して開催する回数が、１年度に開催すべき会議の開催回数の半数を超えないこと。（地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護は除く。）
・外部評価を行う会議は、単独開催で行うこと。
第３　委員等

１　 会議の構成員（以下「委員」という。）は、次の各号に掲げる会議の種別ごとに当該各号に定めるところによるものとする。

（１）運営推進会議
　委員は、次の①から④までの各分野から１人以上の者で構成し、合計５人以上とすること。
①　利用者又は利用者の家族

②　地域住民の代表者（町内会の役員、民生委員又は老人クラブの代表等をいう。（２）において同じ。）
③　当該サービスについて知見を有する者（学識経験者、他法人事業所・施設等管理者、高齢者福祉施設等ボランティア、協力医療機関等の医師・看護師、その他高齢者福祉や認知症ケアに携わっている者をいう。）
④　市の職員又は当該事業所を管轄する地域包括支援センターの職員
	上記の委員構成は基準条例で定められた最低限の委員構成ですので、地域の実情に応じて幅広く委員を検討してください。

［委員例：町内会役員、老人会役員、婦人会役員、子供会役員、民生委員、近隣商店、かかりつけ医、学校・保育所の先生、寺の住職等　※認知症グループホームにおける運営推進会議ガイドブック（一般社団法人認知症グループホーム協会発行）より］


（２）介護・医療連携推進会議

　委員は、次の①から⑤までの各分野から１人以上の者で構成し、合計６人以上とすること。
①　利用者又は利用者の家族

②　地域住民の代表者

③　地域の医療関係者（地方医師会の医師等又は地域の医療機関の医師や医療ソーシャルワーカー等をいう。）
④　当該サービスについて知見を有する者（学識経験者、他法人事業所・施設等管理者、高齢者福祉施設等ボランティア又はその他高齢者福祉や認知症ケアに携わっている者をいう。）
⑤　市の職員又は当該事業所を管轄する地域包括支援センター職員
	上記の運営推進会議の委員構成に関する解説を参考に、地域の実情に応じて幅広く委員を検討してください。


２　委員の委嘱は、事業者等から１年度（４月１日から翌年３月３１日まで）を単位として文書により行うものとする。ただし、地域住民の代表者への委嘱は、必ず自治会長等と調整して行うものとする。
	委員には文書で委嘱することで、事業所と委員との委嘱関係を明確にしてください。また、町内会の関係者に委員を委嘱する際には、町内会と調整して行うようにしてください。


３　会議の事務局は、当該事業者や事業所等の職員が務めるものとする。

第４　開催場所

会議は、原則として当該事業所等で開催するものとする。ただし特別の事情によりやむを得ず当該事業所等で開催できない場合又は何らかの理由で他の場所で開催する必要がある場合は、この限りでない。

	会議を事業所で開催することで、委員に事業所内の様子を確認してもらってください。やむを得ない事情により事業所で開催できない場合は、会議終了後等に事業所内の見学機会を設けるなどの方法により、委員に事業所内の様子を確認してもらってください。


第５　会議の開催方法

１　事業所等は、会議を開催する場合は、あらかじめ文書により委員に開催日程等を通知するものとする。

２　会議を円滑に実施するため、会議の資料を作成するものとする。
３　会議においては、次の内容を協議するものとする。
（１）第２の１の（１）のアの①又は⑤の事業を行う事業所等は、通いサービス、宿泊サービス、訪問サービスの提供回数等の活動状況を報告し、会議による評価を受けるとともに、必要な要望、助言を聴くものとする。
（２）上記以外の事業を行う事業所等は、活動状況を報告し、会議による評価を受けるとともに、必要な要望、助言を聴くものとする。
４　会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、利用者等が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

	上記の会議の内容は、基準条例に定められた最低限の協議すべき内容ですので、地域の介護・医療等に関する幅広い議論することを妨げるものではありません。（積極的に地域の課題を幅広く議論してください。）


第６　報告、公表及び記録
１　事業所等は、会議終了後速やかに議事内容に関する会議録を作成するものとする。

２　事業所等は、会議終了後速やかに次の各号に定める者に対し当該各号に定める書類を提出するものとする。

（１）会議を欠席した委員　会議資料
（２）すべての委員（市の職員又は当該事業所を管轄する地域包括支援センターの職員であるものを除く。）　会議録
	会議の終了後、速やかに会議録を作成して、委員に送付して内容を確認してもらってください。


（３）市及び当該事業所を管轄する地域包括支援センター　開催報告書（様式第１号）及び会議録
	市と地域包括支援センターに対しては、別紙様式に会議要旨を明記の上、会議録を添付して提出してください。


３　事業所等は、会議で協議された活動状況報告と評価、委員からの要望、助言等の会議要旨を事業所等の窓口で閲覧に供するものとする。また、事業所等のホームページ等を活用し、公表の機会が増えるよう努めるものとする。なお、公表に当たっては、個人情報の取扱いには十分注意するものとする。
	公表にあたっては、個人情報の取扱いには十分注意しつつ、積極的に情報を公開してください。


４　事業所等は、会議の記録文書を運営推進会議の完結の日から５年間保存するものとする。

第７ 個人情報の保護等
会議での議論や会議資料、会議録等の文書の作成にあたっては、利用者の個人情報に十分配慮するとともに、知り得た個人に関する秘密を漏らしてはならない。
第８　参考様式

２の２の設置要綱、第５の２の会議資料、第６の１の会議録については、別添のとおり参考様式を定めるので、これに準じたものとなるようにすること。ただし、これらに定める内容が十分に盛り込まれている場合は、独自の様式によることを妨げない。
	別紙の参考様式を参考にして設置要綱、会議資料、会議録を作成してください。参考様式は基準条例で想定された最低限の内容を説明する書式となっていますので、適宜必要な情報を追加するなど、充実した資料を作成してください。


附　則
　この指針は、平成２５年４月３０日から施行する。
附　則

　この指針は、平成２８年４月１日から施行する。
附　則

この指針は、令和２年４月１日から施行する。
附　則

この指針は、令和４年１０月１日から施行し、改正後の鳥取市地域密着型サービスにおける運営
推進会議及び介護・医療連携推進会議設置運営指針の規定は、令和３年４月１日から適用する。

